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第1章 総則  
（趣旨）

第1条 この学則は，鳥取大学（以下「本学」という。）の教育研究組織，修業年限，教育
課程その他の学生の修学上必要な事項を定めるものとする。

（理念及び目標）
第2条 本学は，「知と実践の融合」を基本の理念とし，次の3つの目標を掲げる。  
一 社会の中核となり得る教養豊かな人材の育成
二 地球規模及び社会的課題の解決に向けた先端的研究の推進
三 国際・地域社会への貢献及び地域との融合

（自己評価等）
第3条 本学は，その教育研究水準の向上を図り，前条の目標及び社会的使命を達成するた
め，教育及び研究，組織及び運営並びに施設及び設備（以下「教育研究等」という。）の
状況について自ら点検及び評価を行い，その結果を公表するものとする。

2 本学は，前項の措置に加え，本学の教育研究等の総合的な状況について，7年以内ごと
に認証評価機関による評価を受けるものとする。

3 本学に，大学評価の基礎となる教育研究等の状況に係る情報の収集，調査及び分析，並
びにこれらを踏まえた評価の実施，評価方法等の企画を行うため，大学評価室を置く。

4 大学評価室に関する規則は，別に定める。  

第2章 教育研究組織等  
（学部及び学科）

第4条 本学に次の学部及び学科を置く。  
地域学部
地域学科

医学部
医学科
生命科学科
保健学科

工学部
機械物理系学科
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電気情報系学科

化学バイオ系学科

社会システム土木系学科

農学部
生命環境農学科
共同獣医学科

2 学部に関する規則は，別に定める。  

（学部等における教育研究上の目的）
第5条 各学部及び各学科における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的に
ついては，当該学部において別に定める。

（大学院及び研究科）
第6条 本学に大学院を置き，次の研究科を置く。  

持続性社会創生科学研究科
医学系研究科
工学研究科
連合農学研究科
共同獣医学研究科

2 大学院に関する規則は，別に定める。  

（講座及び学科目）
第7条 第4条に規定する学科に講座又は学科目を，前条に規定する研究科に講座を置く。 
2 前項の講座及び学科目については，別に定める。  

（附属図書館）
第8条 本学に附属図書館及びその分館として医学図書館を置く。  
2 附属図書館に関する規則は，別に定める。  

（附属学校）
第9条 本学に次の附属学校を置く。  

附属幼稚園
附属小学校
附属中学校
附属特別支援学校

2 附属学校に関する規則は，別に定める。  

（学部附属の教育研究施設）
第10条 本学に次の学部附属の教育研究施設を置く。  

地域学部
附属芸術文化センター
附属子どもの発達・学習研究センター

医学部
附属病院

工学部
ものづくり教育実践センター
附属クロス情報科学研究センター
附属地域安全工学センター

附属グリーン・サスティナブル・ケミストリー研究センター

附属先進機械電子システム研究センター

農学部
附属フィールドサイエンスセンター
附属菌類きのこ遺伝資源研究センター
附属動物医療センター
附属鳥由来人獣共通感染症疫学研究センター
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附属共同獣医学教育開発推進センター
2 学部附属の教育研究施設に関する規則は，別に定める。  

（乾燥地研究センター）
第11条 本学に乾燥地研究センターを置く。  
2 乾燥地研究センターに関する規則は，別に定める。  

（国際乾燥地研究教育機構）

第11条の2 本学における全学の研究力，教育力を集結し，乾燥地や開発途上国等に関する研

究，教育及び社会貢献を推進し，本学の研究及び教育の基盤強化を図るため，国際乾燥地研

究教育機構を置く。

2 国際乾燥地研究教育機構に関する規則は，別に定める。  

（教育支援・国際交流推進機構）
第12条 本学に教育関係支援組織の連携により，機能的な組織を形成し，大学教育，学生
支援等の充実及び国際交流の推進を図るため，教育支援・国際交流推進機構を置く。

2 教育支援・国際交流推進機構に次の教育研究施設を置く。  
高等教育開発センター
入学センター
教養教育センター
データサイエンス教育センター
学生支援センター
教員養成センター
キャリアセンター
国際交流センター

3 教育支援・国際交流推進機構に関する規則は，別に定める。  

（研究推進機構）
第12条の2 本学に研究活動の効果的かつ創造的な実施のための研究環境の機能強化を推
進し，本学の研究力の一層の向上を図るとともに，研究成果を社会に還元するため，研
究推進機構を置く。

2 研究推進機構に関する規則は，別に定める。  

（地域価値創造研究教育機構）
第12条の3 本学に地域価値を創造するための地域参加型研究及び地域実践型教育を融合
的かつ全学的に推進すること等により，全国に先駆けて人口減少，少子・高齢化，産業
空洞化等が進む地域の創生に貢献するため，地域価値創造研究教育機構を置く。

2 地域価値創造研究教育機構に関する規則は，別に定める。  

（情報基盤機構）
第12条の4 本学に全学の情報環境の整備等に戦略的に取り組み，本学におけるデジタル・
リモート技術を取り入れた先進的な教育・研究・社会貢献・国際的活動の推進を図るた
め，情報基盤機構を置く。

2 情報基盤機構に関する規則は，別に定める。  

（学内共同教育研究施設）
第13条 本学に学内共同教育研究施設として，染色体工学研究センターを置く。  
2 学内共同教育研究施設に関する規則は，別に定める。  

（保健管理センター）
第14条 本学に保健管理センターを置く。  
2 保健管理センターに関する規則は，別に定める。  

（共同利用・共同研究拠点）
第15条 次に掲げる教育研究組織等は，学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）
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第143条の3第2項の規定により，文部科学大臣の認定を受けた共同利用・共同研究拠点と
して学術研究の発展に資するものとする。  

乾燥地研究センター  
 
（職員）  

第16条 本学に次の職員を置く。  
学長   
副学長  
教授  
准教授  
講師  
助教  
助手  
副校（園）長  
教頭  
主幹教諭  
教諭  
養護教諭  
栄養教諭  
事務職員  
技術職員  
その他職員  
 
第3章 学年，学期及び休業日  

（学年及び学期）  
第17条 学年は，4月1日に始まり，翌年3月31日に終わる。  
2 学年を分けて，次の2学期とする。  

前期 4月1日から9月30日まで  
後期 10月1日から翌年3月31日まで  

3 前項に定める各学期は，前半及び後半に分けることができる。  
 

（休業日）  
第18条 学年中定期休業日は，次のとおりとする。  

日曜日及び土曜日  
国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日  
鳥取大学記念日 6月1日  
春季休業日  
夏季休業日  
冬季休業日  

2 前項の休業日のうち，春季，夏季及び冬季の休業日の期間は，学長が別に定める。  
3 臨時休業日は，その都度これを定める。  
 

第4章 修業年限及び収容定員  
（修業年限）  

第19条 修業年限は，次のとおりとする。  
地域学部 4年  
医学部  
医学科 6年  
生命科学科 4年  
保健学科 4年  

工学部 4年  
農学部  
生命環境農学科 4年  
共同獣医学科 6年  

2 本学の科目等履修生として一定の単位を修得した者が本学に入学した場合において，
当該単位の修得により教育課程の一部を履修したと認められるときは，前項の規定にか
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かわらず，当該学部教授会の定める期間を修業年限に通算することができる。  
 
（長期履修学生）  

第20条 前条第1項の規定にかかわらず，職業を有している等の事情により，修業年限を
超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する学生（以
下「長期履修学生」という。）がその旨を申し出たときは，別に定めるところにより，そ
の計画的な履修を認めることができる。  

 
（収容定員）  

第21条 本学の学部の収容定員は，別表第1のとおりとする。  
 

第5章 教育課程  
（教育課程）  

第22条 教育課程は，学部及び学科の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開
設するものとする。  

2 前項の授業科目は，全学共通科目及び専門科目（農学部共同獣医学科にあっては一般教

養科目及び専門教育科目）とし，それぞれ教養教育に関する教育（以下「全学共通教育」

という。）及び専門教育に体系的に編成するものとする。  
3 前2項の教育課程の授業科目，単位数及びその履修方法は，鳥取大学全学共通科目履修
規則（平成5年鳥取大学規則第3号）及び各学部規則で定める。  

4 本学は，文部科学大臣が別に定めるところにより，第1項及び第2項の授業科目を多様
なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることがで
きる。この場合において，卒業の要件として修得すべき単位数のうち，当該授業の方法
により修得する単位数は，60単位を超えないものとする。  

5 本学は，第1項及び第2項の授業科目を外国において履修させることができる。前項の
規定により，多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履
修させる場合についても，同様とする。  

 
（学修証明書等）  
第22条の2 前条に規定する教育課程の一部をもって体系的に開設する授業科目の単位を修得

した学生又は科目等履修生に対し，学校教育法施行規則第163条の2に規定する学修証明書を

交付することができる。  
2 前項に規定する体系的に開設する授業科目は，学修証明プログラムと称する。  
3 前2項に定めるもののほか，学修証明プログラムに関し必要な事項は，別に定める。  
 
（成績評価基準の明示等）  

第23条 各学部は，学生に対して，授業の方法及び内容並びに一年間の授業の計画をあら
かじめ明示するものとする。また，学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては，
客観性及び厳格性を確保するため，学生に対してその基準をあらかじめ明示するととも
に，当該基準にしたがって適切に行うものとする。  

 
（教育内容等の改善のための組織的研修等）  

第24条 本学は，各学部の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究
を実施するものとする。  

 
（単位認定）  

第25条 第22条の授業科目の単位の認定に関し必要な事項は，鳥取大学単位認定規則（平
成5年鳥取大学規則第2号）で定める。  

 
（全学共通教育）  

第26条 第22条第2項の全学共通教育（農学部共同獣医学科の一般教養科目にあっては鳥
取大学開設授業科目に限る。）は，全学協力の下に行うものとし，その実施体制について
は，鳥取大学全学共通教育実施規程（平成25年鳥取大学規則第31号）で定める。  

 
（履修科目の登録の上限）  
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第27条 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため，卒業に必要な所定の単
位数等について，学生が1年間に履修科目として登録することができる単位数等の上限は，
各学部で定める。

2 各学部は，その定めるところにより，所定の単位を優れた成績をもって修得した学生に
ついては，前項に定める上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。

（他学部授業科目の履修）
第28条 学生は，第22条第1項及び第2項の授業科目のうち，他の学部の専門科目を履修す
ることができる。この場合において，これを履修しようとする学生は，所属学部長を経
て，当該学部長の許可を受けなければならない。

2 前項の場合は，学部間の協議に基づくものとする。  

（他大学等の授業科目履修）
第29条 本学は，学生が他の大学又は外国の大学（それぞれ短期大学を含む。以下この条，
第42条，第43条及び第54条において「他大学等」という。）において履修した授業科目に
ついて単位を修得したときは，これを本学における授業科目の履修により修得したもの
とみなすことができる。この場合は，学部において教育上有益と認め，かつ，当該他大
学等との協議に基づかなければならない。

2 前項後段の規定にかかわらず，外国の大学（短期大学を含む。）にあっては，やむを得
ない事情があるときは，事前の協議を欠くことができる。

3 第1項及び第2項の規定は，学生が外国の大学（短期大学を含む。）が行う通信教育によ
る授業科目を我が国において履修する場合について準用する。

（大学以外の教育施設等における学修）
第30条 本学は，学生が短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修その他文部科学
大臣が別に定める学修を行ったときは，これを本学における授業科目の履修とみなし，
単位を与えることができる。この場合は，学部において教育上有益と認めるものでなけ
ればならない。

（他学部，他大学等で修得した単位の認定）
第31条 本学は，学生が第28条の規定により修得した単位又は第29条若しくは前条の規定
により修得したものとみなす単位は，合計60単位を超えない範囲内において卒業の要件
となる単位として認定することができる。

（入学前の既修得単位等の認定）
第32条 本学は，第41条の規定により入学した学生が本学に入学する前に大学（短期大学
を含む。）において履修した授業科目について修得した単位（大学設置基準（昭和31年文
部省令第28号）第31条に規定する科目等履修生として修得した単位を含む。）を，本学に
入学した後の本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。
この場合は，学部において教育上有益と認めるものでなければならない。

2 本学は，第41条の規定により入学した学生が本学に入学する前に短期大学又は高等専
門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を行ったときは，こ
れを本学における授業科目の履修とみなし，単位を与えることができる。この場合は，
学部において教育上有益と認めるものでなければならない。

3 本学は，前2項の規定により修得したものとみなし，又は与えることのできる単位を，
本学において修得した単位以外のものについては，合計60単位を超えない範囲内におい
て，卒業の要件となる単位として認定することができる。この場合において，修業年限
については，短縮することはできない。

（単位認定の上限）
第33条 第31条の規定により修得した単位若しくは修得したものとみなす単位又は前条
第3項の規定により修得したものとみなし，若しくは与えることのできる単位は，編入学，
転学等（転入学，転学部，転学科又は再入学をいう。）の場合を除き，本学において修得
した単位以外のものについては，合計60単位を超えないものとする。  

（学部への委任）
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第34条 第28条から前条までの実施に関し必要な事項は，当該学部において別に定める。 
 
（教育職員の免許状）  

第35条 学生が教育職員の免許状を受けようとするときは，教育職員免許法（昭和24年法
律第147号）及び教育職員免許法施行規則（昭和29年文部省令第26号）に定める単位を修
得しなければならない。  

2 前項の規定により各学部の学科において取得することができる教育職員の免許状の種
類及び教科等は，別表第2のとおりとする。  

 
（特別の課程）  

第36条 学長は，教育研究の成果を広く社会に提供することにより，社会の発展に寄与す
るため，文部科学大臣が別に定めるところにより，本学の学生以外の者を対象とした特
別の課程を編成し，これを修了した者に対し，修了の事実を証する証明書を交付するこ
とができる。  

2 特別の課程の編成等に関し必要な事項は，別に定める。  
 

第6章 入学，転学，退学，留学，休学及び最長在学年限  
（入学時期）  

第37条 入学の時期は，学年の始めとする。ただし，各学部において必要があるときは，
学年の途中においても，学期の区分に従い，学生を入学させることができる。  

 
（入学資格）  

第38条 本学に入学することができる者は，次に掲げる資格のいずれかを有する者とする。 
一 高等学校又は中等教育学校を卒業した者  
二 通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれ
に相当する学校教育を修了した者を含む。）  

三 外国において学校教育における12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部
科学大臣の指定したもの  

四 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育
施設の当該課程を修了した者  

五 専修学校の高等課程（修業年限が3年以上であることその他の文部科学大臣が定める
基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定め
る日以後に修了した者  

六 文部科学大臣の指定した者  
七 高等学校卒業程度認定試験規則（平成17年文部科学省令第1号）による高等学校卒業
程度認定試験に合格した者（同令附則第2条の規定による廃止前の大学入学資格検定規
程（昭和26年文部省令第13号）による大学入学資格検定に合格した者を含む。）  

八 学校教育法第90条第2項の規定により大学に入学した者であって，当該者がその後
に本学に転入学等する場合において，本学における教育を受けるにふさわしい学力が
あると認めたもの  

九 本学において，個別の入学資格審査により，高等学校を卒業した者と同等以上の学
力があると認めた者で，18歳に達したもの  

2 前項の規定にかかわらず，高等学校に2年以上在学した者（これに準ずる者として文部
科学大臣の定める者を含む。）であって，本学の定める分野において特に優れた資質を有
すると認められる者が，本学に入学を志願するときは，教授会の議を経て，入学を許可
することができる。  

3 前項の実施に関し必要な事項は，別に定める。  
 
（入学の出願）  

第39条 入学を志願する者は，入学願書に所定の検定料及び別に定める書類を添えて願い
出なければならない。  

 
（入学の選考）  

第40条 前条の志願者については，別に定めるところにより選考を行う。  
 
（入学の手続及び許可）  
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第41条 前条の選考の結果に基づき合格通知を受けた者は，別に定める期日までに所定の
書類を提出するとともに所定の入学料を納付しなければならない。  

2 学長は，前項の規定により入学手続を完了した者（入学料の免除又は徴収猶予の許可申
請中の者を含む。）に入学を許可する。  

 
（転学部，編入学等）  

第42条 学生で他の学部に転学部を志願し，又は他大学等（短期大学を除く。次項におい
て同じ。）の学生で本学に転入学を志願する者若しくは大学を卒業した者その他法令の定
めるところにより大学に編入学を認められている者で本学に編入学を志願する者は，選
考の上許可することができる。  

2 転学部又は転入学を志願する者は，その現に在学する学部の学部長又は現に在学する
他大学等の学長の許可証を，願書に添付しなければならない。  

3 本学又は他の大学に3年以上在学し，所定の単位を優れた成績をもって修得したものと
認められ，大学院の修士課程又は博士前期課程に進学した者が，進路変更等により，大
学院在学中に本学の学部に編入学を志願したときは，次条の規定にかかわらず，教授会
の議を経て，相当年次生として許可することができる。  

4 本学又は他の大学の医学又は獣医学を履修する課程に4年以上在学し，所定の単位を優
れた成績をもって修得したものと認められ，医学又は獣医学を履修する博士課程へ進学
した者が，進路変更等により医師又は獣医師の免許を取得することを希望し，博士課程
在学中に本学の医学部医学科又は農学部共同獣医学科に編入学を志願したときは，次条
の規定にかかわらず，教授会の議を経て，相当年次生として許可することができる。  

5 転学部又は転入学若しくは編入学を志願する者は，この学則中別段の定めがあるもの
のほか，新たに入学を志願する者の例による。  

 
（転学部，編入学等における在学年数）  

第43条 転学部又は転入学若しくは編入学を許可された者の在学年数については，その者
が他の学部又は他大学等若しくは法令の定めるところにより大学に編入学を認められて
いる学校に在学した年数を本学に在学した年数として認めることができる。ただし，在
学年数の認定は，2年を超えることができない。  

2 前項の認定をするため必要あるときは，学部で試験を行うことができる。  
 
（再入学）  

第44条 第46条の規定により退学した者又は第80条の規定により除籍処分を受けた者が
退学又は除籍後2年以内に再び入学を志願したときは，教授会の議を経て，相当年次生と
して再入学を許可することができる。  

2 再入学を志願する者は，別に定めがあるもののほか，新たに入学を志願する者の例によ
る。  

 
（他大学への転学）  

第45条 学生で他の大学（外国の大学を含む。）に転学をしようとするときは，事情によっ
てこれを許可することができる。  

 
（退学）  

第46条 学生が退学しようとするときは，その事由を付し，鳥取大学学生守則（平成7年鳥
取大学規則26号）第2条第1項で定める保護者等と連署で学長に願い出て許可を受けなけ
ればならない。  

 
（留学）  

第47条 第29条の規定に基づき，外国の大学（短期大学を含む。）に留学を志願する学生
は，所属学部長を経て，学長の許可を受けなければならない。  

2 前項の規定により留学した期間は，第19条に定める修業年限及び第51条に定める在学
期間に算入するものとする。  

 
（休学）  

第48条 学生が疾病又はその他の事由により2月以上修学することができないときは，願
い出により学長は休学を許可する。  
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2 学生で疾病のため修学することを適当でないと認める場合又は行方不明等の事由によ
り修学することができないと認めたときは，学長は，これに休学を命ずる。  

 
（休学期間の取扱い）  

第49条 休学期間は，引き続き1年を超えてはならないものとし，延長の必要があるとき
は，1年を限度として休学期間の延長を許可することができる。ただし，別に定める特別
の事由がある場合は，この限りでない。  

2 休学期間は，通算して4年を超えることができない。  
3 休学した期間は，在学すべき年限及び第51条に定める在学期間に算入しない。  
 
（休学期間中の復学）  

第50条 休学期間中にその事由が消滅したときは，学長の許可を得て復学することができ
る。  

 
（最長在学年限）  

第51条 学生は，第19条に定める修業年限及び第20条第1項の規定により長期履修学生と
して承認された期間の2倍の年数（以下「最長在学年限」という。）を超えて在学するこ
とはできない。ただし，医学部医学科については，次の各号に定める年数を超えて在学
することはできない。  
一 第41条，第42条（2年次編入学を除く部分に限る。）及び第44条により入学した者は，
同一年次において3年を超えて在学することはできず，かつ，2年次以上の者は，通算
してその者の属する年次の2倍を超えて在学することはできない。  

二 第42条1項の規定により2年次に編入学した者は，同一年次において3年を超えて在
学することはできず，かつ，2年次から3年次までに通算して4年を超えて，2年次から
4年次までに通算して6年を超えて，2年次から5年次までに通算して8年を超えて，2年
次から6年次までに通算して10年を超えて在学することはできない。  

2 医学部医学科を除き，第42条及び第44条の規定により入学又は転学部等を許可された
学生は，在学すべき年限として承認等された期間の2倍に相当する年数を超えて在学する
ことはできず，かつ，最長在学年限を超えて在学できない。  

 
第7章 卒業及び学位  

（卒業）  
第52条 卒業の時期は，学年の終わりとする。ただし，各学部において必要があるときは，
学年の途中においても，学期の区分に従い，学生を卒業させることができる。  

2 在学すべき年限を在学し，所定の教育課程を修了した者には，学部長の認定に基づき，
学長は，卒業したことを認め，学士の学位を授与する。  

3 第19条に定める修業年限4年の学部又は学科に3年以上在学した者（これに準ずるもの
として文部科学大臣の定める者を含む。）が，次の各号のすべてに該当する場合には，前
項の規定にかかわらず，その卒業を認めることができる。  
一 当該学部が，学校教育法第89条に規定する卒業の認定の基準を定め，それを公表し
ていること。  

二 当該学部が，第27条に基づき履修科目として登録することができる単位数の上限を
定め，適切に運用していること。  

三 学生が，卒業の要件として修得すべき単位を修得し，かつ，当該単位を優秀な成績
をもって修得したと認められること。  

四 学生が，学校教育法第89条に規定する卒業を希望していること。  
4 学部長は，前2項の認定に当たっては，教授会の議を経なければならない。  
 
（学位）  

第53条 学位の授与等については，鳥取大学学位規則（昭和35年鳥取大学規則第3号）の
定めるところによる。  

2 学長は，前条に規定する者に，学位記を授与する。  
 

第8章 特別聴講学生，聴講生，科目等履修生及び研究生  
（特別聴講学生）  

第54条 本学の授業科目を履修することを希望する他大学等の学生があるときは，当該他
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大学等との協議に基づき，特別聴講学生として入学を許可することができる。ただし，
外国の大学（短期大学を含む。）にあっては，やむを得ない事情があるときは，事前の協
議を欠くことができる。  

2 特別聴講学生の入学許可は，学期の始めとする。ただし，特別の事情があるときは，こ
の限りでない。  

3 第1項の実施に関し必要な事項は，当該学部等において別に定める。  
 
（聴講生及び科目等履修生）  

第55条 本学の授業科目中，1科目又は複数の科目の聴講を志願する者があるときは，学
生の学修に妨げのない限り，聴講生として入学を許可することができる。この場合にお
いて，入学の許可については，第41条の規定を準用するものとする。  

2 本学の授業科目中，1科目又は複数の科目の履修を志願する者があるときは，学生の学
修に妨げのない限り，科目等履修生として入学を許可し，単位を与えることができる。
この場合において，入学の許可については，第41条の規定を準用するものとする。  

3 科目等履修生に係る授業科目の履修及び単位の授与については，各学部等規則の定め
るところによる。  

4 聴講生及び科目等履修生の入学許可は，学期の始めとする。ただし，特別の事情がある
ときは，この限りでない。  

 
（聴講生及び科目等履修生の資格）  

第56条 聴講生又は科目等履修生を志願することのできる者は，第38条第1項各号のいず
れかに該当する資格を有する者及び学部で特に定める資格を有する者とする。  

 
（研究生）  

第57条 本学において特殊事項に関して研究に従事しようとする者があるときは，教授会
において適当と認め，かつ，学生の研究に支障のない場合に限り研究生として入学を許
可することができる。この場合において，入学の許可については，第41条の規定を準用
するものとする。  

 
（研究生の資格）  

第58条 研究生を志願することのできる者は，第38条第1項各号のいずれかに該当する資
格を有する者とする。ただし，乾燥地研究センター研究生の資格については，乾燥地研
究センターにおいて別に定める。  

2 学部等において特に必要があると認めた研究に従事しようとする者に対しては，前項
の規定にかかわらず，研究生とすることができる。この場合において，学部長等は，学
長の承認を得なくてはならない。  

 
（研究生の入学許可）  

第59条 研究生の入学許可は，学期の始めとする。ただし，特別の事情あるときは，この
限りでない。  

 
（研究生の研究期間）  

第60条 研究生の研究期間は，1年以内とする。  
2 研究生で前項の研究期間を超えて，なお研究を継続しようとするときは，理由を付して
学部長等に願い出なければならない。  

3 前項の願い出があったときは，学部長等は，教授会の議を経て，学長の承認を得てこれ
を許可することができる。  

 
（研究生が講義等に出席する場合の取扱い）  

第61条 研究生（次条に定める者を除く。）が，学部等の講義又は実験に出席することを願
い出たときは，学部長等は教授会の議を経て，これを許可することができる。  

 
（現職教員研究生）  

第62条 研究生のうち現職教育のため任命権者の命により派遣される者（以下「現職教員
研究生」という。）に関し，第57条から第60条までに定めるもののほか必要な事項は別に
定める。  
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（特別聴講学生等の入学）  

第63条 特別聴講学生，聴講生，科目等履修生又は研究生を志願する者は，それぞれ所定
の願書に履歴書その他必要な書類及び検定料を添えて学部長等に願い出なければならな
い。ただし，特別聴講学生及び現職教員研究生の場合は，検定料を除く。  

 
（特別聴講学生等に関する実費）  

第64条 特別聴講学生，聴講生，科目等履修生又は研究生の研究又は実験に要する実費は，
別に負担させることができる。  

 
（特別聴講学生等の退学）  

第65条 特別聴講学生，聴講生，科目等履修生又は研究生が退学しようとするときは，学
部長等に願い出なければならない。  

 
（特別聴講学生等の除籍）  

第66条 特別聴講学生，聴講生，科目等履修生又は研究生で本学の規則に違背し，又は特
別聴講学生，聴講生，科目等履修生又は研究生に適さないと認められた者は，教授会の
議を経て，学長の承認を得てこれを除籍する。  

 
第9章 外国人留学生  

（外国人留学生）  
第67条 外国人で留学のため本学に入学を志願する者があるときは，特別に選考の上，外
国人留学生として入学を許可することができる。  

2 学部外国人留学生は，別表第1に掲げる入学定員の枠外とする。  
3 外国人留学生に関しては，本章に定めるもののほか，別に定めるものを除き，学生，特
別聴講学生又は研究生に関する規定を準用する。  

 
第10章 公開講座  

（公開講座）  
第68条 社会人の教養を高めることにより，文化の向上に資するため及び職業又は実社会
に必要な能力を育成するため，本学に公開講座を開設することができる。  

2 公開講座については，別に定める。  
 

第11章 検定料，入学料及び授業料  
（検定料の納付）  

第69条 検定料の額は，鳥取大学学生等の授業料その他の費用の額及びその徴収方法を定
める規則（平成16年鳥取大学規則第70号。以下「学生等の費用規則」という。）に定める
額とする。  

2 検定料を相互に徴収しないことを定めた大学間交流協定（附属文書等を含む。）に基づ
き本学に入学した外国人留学生の検定料は，徴収しないものとする。  

3 特別聴講学生及び現職教員研究生の検定料は，徴収しないものとする。  
4 第38条第1項第9号及びその他入学に関する資格の認定試験を受ける者は，手数料とし
て500円を納付しなければならない。  

 
（入学料の納付）  

第70条 入学料の額は，学生等の費用規則に定める額とする。  
2 入学料を相互に徴収しないことを定めた大学間交流協定（附属文書等を含む。）に基づ
き本学に入学した外国人留学生の入学料は，徴収しないものとする。  

3 特別聴講学生及び現職教員研究生の入学料は，徴収しないものとする。  
 

第71条 削除  
 
（授業料の納付）  

第72条 授業料の額は，学生等の費用規則に定める額とする。  
2 授業料を相互に徴収しないことを定めた大学間交流協定（附属文書等を含む。）に基づ
き本学に入学した外国人留学生の授業料は，徴収しないものとする。  
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3 特別聴講学生のうち授業料を相互に徴収しないことを定めた大学間の相互単位互換協
定（附属文書等を含む。）又は協議に基づき受け入れる学生及び外国人留学生である場合
並びに現職教員研究生（科目等履修生を除く。）である場合は，授業料を徴収しないもの
とする。  

 
（授業料の納付時期）  

第73条 学生の各年度に係る授業料は，前期及び後期の2期に区分し，前期については5月
末日までに，後期については11月末日までにそれぞれ年額の2分の1に相当する額を納付
しなければならない。  

2 前項の規定にかかわらず，学生の申出があったときは，前期に係る授業料を徴収すると
きに，当該年度の後期に係る授業料を併せて徴収する。  

3 入学年度の前期又は前期及び後期に係る授業料については，第1項の規定にかかわらず，
入学を許可される者の申出があったときは，入学を許可するときに徴収する。  

4 特別聴講学生及び聴講生（科目等履修生を含む。）の授業料は，聴講又は履修する当初
の月に前納させる。  

5 研究生の授業料は，3月分に相当する額（3月未満であるときは，その期間分に相当する
額）を，当該期間における当初の月に前納させる。  

 
（退学者等の授業料）  

第74条 学生が退学したとき，又は退学処分若しくは除籍処分を受けたときも，その期の
授業料は徴収する。ただし，第80条の規定により除籍処分を受けた者又は死亡若しくは
行方不明により学籍を除いた者については，本文の規定にかかわらず，未納の授業料を
免除することができる。  

 
（休学者の授業料）  

第75条 休学を許可された者については，休学を開始した日の属する月の翌月（当該休学
開始日が月の初日であるときは，その日の属する月）から復学した月の前月までの授業
料を免除する。ただし，休学許可の時期が当該期の授業料の納付期限後である場合は，
その期の授業料は免除しない。  
 
（大学等における修学の支援に関する法律に基づく授業料等減免）  

第76条 特に優れた学生であって経済的理由により極めて修学に困難があると認められ
るときは、文部科学大臣の確認を受け、別に定めるところにより大学等における修学の
支援に関する法律（令和元年法律第8号）に基づく入学料及び授業料の減免を行うことが
できる。  

 
（検定料，授業料の返付）  

第77条 納付した検定料，入学料及び授業料は，返付しない。  
2 前項の規定にかかわらず，各学部の入学者選抜のうち第2次の学力検査及び転入学，編
入学の選考等において，出願書類等による選抜（以下「第1段階目の選抜」という。）を
行い，その合格者に限り学力検査その他による選抜（以下「第2段階目の選抜」という。）
を行う場合，第1段階目の選抜で不合格となった者に対しては，当該者の申出により，既
に納付した検定料のうち第2段階目の選抜に係る額の相当額を返付する。  

3 第1項の規定にかかわらず，各学部の入学者選抜の出願受付後に大学入学共通テスト受
験科目の不足等による出願無資格者であることが判明した者に対しては，当該者の申出
により，既に納付した検定料のうち第2段階目の選抜に係る額の相当額を返付する。  

4 第1項の規定にかかわらず，第73条第2項又は第3項の規定により前期及び後期に係る授
業料を納付した者が，後期に係る授業料の徴収時期前に休学又は退学したときは，納付
した者の申出により当該授業料相当額を返付する。  

5 第1項の規定にかかわらず，第73条第3項の規定により授業料を納付した者が前年度の
3月31日までに入学を辞退したときは，納付した者の申出により当該授業料相当額を返
付する。  

 
第12章 賞罰及び除籍  

（表彰）  
第78条 学生として表彰に価する行為のあったときは，学長はこれを表彰する。  

12



 
（除籍）  

第79条 学生が故なくして欠席久しきにわたるとき，又は成業の見込みのないときは，学
長はこれを除籍する。  

 
（授業料未納による除籍）  

第80条 学生が授業料の納付を怠り督促を受けても，なお納付しないときは，学長はこれ
を除籍する。  

 
（懲戒）  

第81条 学生が本学の規則に違背し，又は学生の本分に反する行為のあったときは，学長
はこれを懲戒する。  

2 懲戒は，訓告，停学及び退学とする。  
 

第13章 寄宿舎  
（寄宿舎）  

第82条 本学に寄宿舎を置く。  
2 寄宿舎の管理，運営その他必要な事項は，別に定める。  
 
（寄宿料の納付）  

第83条 寄宿料の額は，学生等の費用規則に定める額とする。  
2 寄宿料は，入寮した日の属する月から退寮する日の属する月まで，毎月，その月の分を
納付しなければならない。ただし，休業期間中の寄宿料は，当該休業期間開始前に納付
するものとする。  

 
（寄宿料の免除）  

第84条 学生又は当該学生の学資負担者（学生の学資を主として負担している者をいう。）
が風水害等の災害を受け，又はその他の理由により寄宿料の納付が困難であると認めら
れるときは，別に定めるところにより寄宿料を免除することができる。  

2 前項により，その取扱いを受けようとする者は，別に定める書類を添えて願い出なけれ
ばならない。  

 
（寄宿料の返付）  

第85条 納付した寄宿料は，返付しない。  
 

第14章 その他  
（学則の改廃）  

第86条 この学則の改廃は，経営協議会又は教育研究評議会の議を経て，役員会において
行う。  

 
附 則  

1 この学則は，平成16年4月9日から施行し，平成16年4月1日から適用する。  
2 平成16年3月31日に鳥取大学に在学し，引き続き平成16年4月1日に本学に在学する者
については，その者に係る教育課程その他の卒業に係る要件及び学士の学位は，改正後
の学則の規定にかかわらず，なお従前の例による。  

3 平成16年度から平成18年度までにおける地域学部各学科の収容定員及び合計の収容定
員の数は，改正後の別表1の規定にかかわらず，次の表に掲げる年度の区分に応じ，それ
ぞれ当該下欄に掲げる数とする。  

区分  平成16年度  平成17年度  平成18年度  
地域学部  地域政策学科  50人  100人  150人  

地域教育学科  50人  100人  150人  
地域文化学科  45人  90人  135人  
地域環境学科  45人  90人  135人  

合計    4,620人  4,650人  4,680人  
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4 平成 22 年度における医学部医学科並びに合計の入学定員，編入学定員及び収容定員の

数は，別表第 1 の規定にかかわらず，次の表に掲げる数とする。  
年度＼区分  医学部医学科  合計  

入学定員  編入学定員 収容定員  入学定員  編入学定員 収容定員  
平成 22 年度  98 人  5 人  508 人  1,133 人  20 人  4,748 人  
備考 医学部医学科の編入学定員は，第 2 年次編入学定員とする。  

 
5 平成 23 年度における医学部医学科及び合計の入学定員，編入学定員及び収容定員の数

は，別表第 1 の規定にかかわらず，次の表に掲げる数とする。  
年度＼区分  医学部医学科  合計  

入学定員  編入学定員 収容定員  入学定員  編入学定員 収容定員  
平成 23 年度  102 人  5 人  535 人  1,137 人  20 人  4,775 人  

 
6 平成 24 年度から平成 27 年度までにおける医学部医学科並びに合計の入学定員，編入

学定員及び収容定員の数は，別表第 1 の規定にかかわらず，次の表に掲げる数とする。 
年度＼区分  医学部医学科  合計  

入学定員  編入学定員 収容定員  入学定員  編入学定員 収容定員  
平成 24 年度  105 人  5 人  565 人  1,140 人  20 人  4,805 人  
平成 25 年度  105 人  5 人  595 人  1,140 人  20 人  4,835 人  
平成 26 年度  105 人  5 人  625 人  1,140 人  20 人  4,865 人  
平成 27 年度  105 人  5 人  645 人  1,140 人  20 人  4,885 人  
備考 医学部医学科の編入学定員は，第 2 年次編入学定員とする。  

 
附 則（平成16年6月22日鳥取大学規則第164号）  

この学則は，平成16年6月22日から施行し，改正後の鳥取大学学則の規定は，平成16年6
月1日から適用する。  

 
附 則（平成17年3月9日鳥取大学規則第11号）  

この学則は，平成17年3月9日から施行する。ただし，第10条第1項の改正規定，第10章
の章名の改正規定及び第67条の2を加える規定は，平成17年4月1日から施行する。  

 
附 則（平成17年4月20日鳥取大学規則第43号）  

1 この学則は，平成17年4月20日から施行し，改正後の鳥取大学学則の規定は，平成17年
4月1日から適用する。  

2 平成17年3月31日に鳥取大学に在学し，引き続き平成17年4月1日に本学に在学する者
が取得できる教育職員免許状の種類及び教科は，改正後の別表第2の規定にかかわらず，
なお従前の例による。  

 
附 則（平成18年1月11日鳥取大学規則第1号）  

この学則は，平成18年4月1日から施行する。  
 

附 則（平成18年2月8日鳥取大学規則第7号）  
この学則は，平成18年2月8日から施行する。  
 

附 則（平成18年3月8日鳥取大学規則第15号）  
この学則は，平成18年4月1日から施行する。  
 

附 則（平成18年4月12日鳥取大学規則第51号）  
この学則は，平成18年4月12日から施行する。  
 

附 則（平成18年7月12日鳥取大学規則第96号）  
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この学則は，平成18年7月12日から施行する。  
 

附 則（平成18年9月13日鳥取大学規則第115号）  
この学則は，平成18年9月13日から施行する。  
 

附 則（平成18年12月14日鳥取大学規則第159号）  
この学則は，平成19年4月1日から施行する。  
 

附 則（平成19年3月14日鳥取大学規則第15号）  
1 この学則は，平成19年4月1日から施行する。  
2 鳥取大学大学院教育学研究科は，この学則による改正後の鳥取大学学則（以下「新学則」
という。）第6条第1項の規定にかかわらず，平成19年3月31日に当該研究科に在学する者
が，当該研究科に在学しなくなる日までの間，存続するものとする。  

3 地域学部地域教育学科教育福祉コースは，新学則別表第2の規定にかかわらず，平成19
年3月31日に当該コースに在学する者が，当該コースに在学しなくなる日までの間，存続
するものとする。この場合において，当該コースに在学する者に係る教育課程その他の
卒業に係る要件及び学位は，新学則の規定にかかわらず，なお従前の例による。ただし，
当該コースに在学する者が取得できる教育職員免許状は，特別支援学校教諭一種免許状
（知的障害者）（肢体不自由者）（病弱者）とする。  

 
附 則（平成19年6月29日鳥取大学規則第99号）  

この学則は，平成19年6月29日から施行し，改正後の鳥取大学学則の規定は，平成19年6
月1日から適用する。  

 
附 則（平成20年1月16日鳥取大学規則第2号）  

この学則は，平成20年1月16日から施行し，改正後の鳥取大学学則の規定は，平成19年
12月26日から適用する。  

 
附 則（平成20年2月13日鳥取大学規則第5号）  

この学則は，平成20年4月1日から施行する。  
 

附 則（平成20年3月25日鳥取大学規則第19号）  
この学則は，平成20年4月1日から施行する。  
 

附 則（平成20年5月21日鳥取大学規則第72号）  
この学則は，平成20年5月21日から施行し，改正後の鳥取大学学則の規定は，平成20年4

月1日から適用する。  
 

附 則（平成20年6月3日鳥取大学規則第75号）  
この学則は，平成20年6月3日から施行する。  
 

附 則（平成20年10月7日鳥取大学規則第93号）  
この学則は，平成20年10月7日から施行する。  
 

附 則（平成20年12月2日鳥取大学規則第98号）  
この学則は，平成20年12月2日から施行する。  
 

附 則（平成21年3月3日鳥取大学規則第10号）  
1 この学則は，平成21年4月1日から施行する。  
2 平成21年度から平成23年度までにおける地域学部の各学科の収容定員の数は，この学
則施行による改正後の別表第1の規定にかかわらず，次の表に掲げる数とする。  

区分  平成21年度  平成22年度  平成23年度  
地域学部  地域政策学科  199人  198人  197人  

地域教育学科  199人  198人  197人  
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地域文化学科  183人  186人  189人  
地域環境学科  179人  178人  177人  

 
3 平成21年度における医学部医学科並びに合計の入学定員，編入学定員及び収容定員の
数は，この規則施行による改正後の別表第1の規定にかかわらず，次の表に掲げる数とす
る。  

年度＼区分  医学部医学科  合計  
入学定員  編入学定員 収容定員  入学定員  編入学定員 収容定員  

平成21年度  85人  10人  485人  1,120人  25人  4,725人  
備考 医学部医学科の編入学定員は，第2年次編入学定員5人，第3年次編入学定員5人とする。 

 
4 平成20年度以前に本学に入学した者は，この学則施行による改正後の規定にかかわら
ず，なお従前の例による。  

 
附 則（平成21年4月8日鳥取大学規則第42号）  

この学則は，平成21年4月8日から施行する。  
 

附 則（平成21年7月7日鳥取大学規則第67号）  
この学則は，平成21年7月7日から施行する。  

 
附 則（平成22年3月2日鳥取大学規則第16号）  

1 この学則は，平成22年4月1日から施行する。  
2 この学則施行の日（以下「施行日」という。）の前日において本学に在学し，引き続

き施行日に本学に在学する者が取得することのできる教育職員の免許状の種類及び教科
は，この学則施行による改正後の別表第2の規定にかかわらず，なお従前の例による。  

 
附 則（平成22年6月9日鳥取大学規則第90号）  

この学則は，平成22年6月9日から施行する。ただし，改正後の鳥取大学学則第13条の2
の規定は，平成22年4月1日から適用する。  
 

附 則（平成23年3月9日鳥取大学規則第18号）  
この学則は，平成23年4月1日から施行する。  

 
附 則（平成24年3月6日鳥取大学規則第12号）  

この学則は，平成24年3月6日から施行する。ただし，改正後の鳥取大学学則第10条第1
項の規定は，平成24年4月1日から施行する。  
 

附 則（平成24年3月27日鳥取大学規則第31号）  
この学則は，平成24年4月1日から施行する。  
 

附 則（平成24年10月2日鳥取大学規則第70号）  
この学則は，平成24年10月2日から施行する。  
 

附 則（平成25年2月5日鳥取大学規則第2号）  
この学則は，平成25年2月5日から施行する。  
 

附 則（平成25年3月5日鳥取大学規則第23号）  
この学則は，平成25年4月1日から施行する。  
 

附 則（平成25年3月13日鳥取大学規則第32号）  
この学則は，平成25年4月1日から施行する。  
 

附 則（平成25年3月26日鳥取大学規則第36号）  
1 この学則は，平成25年4月1日から施行する。  
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2  この学則による改正前の農学部獣医学科は，改正後の規定にかかわらず，当該学科に在
学する者が当該学科に在学しなくなる日までの間，存続するものとする。  

3  平成25年度から平成29年度までにおける農学部獣医学科及び共同獣医学科の学生の収

容定員は，次のとおりとする。  

区分  平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

農学部  獣医学科  175人  140人  105人  70人  35人  

共同獣医学科  35人  70人  105人  140人  175人  
4  平成24年度以前に本学に入学した者は，この学則施行による改正後の規定にかかわら

ず，なお従前の例による。  
 

附 則（平成25年12月17日鳥取大学規則第88号）  
この学則は，平成26年1月1日から施行する。  
 

附 則（平成26年3月13日鳥取大学規則第10号）  
この学則は，平成26年4月1日から施行する。  
 

附 則（平成26年3月17日鳥取大学規則第23号）  
この学則は，平成26年4月1日から施行する。ただし，改正後の鳥取大学学則第51条第1

項の規定は，平成26年3月17日から施行する。  
 

附 則（平成26年9月16日鳥取大学規則第63号）  
この学則は，平成26年9月16日から施行する。  
 

附 則（平成27年2月24日鳥取大学規則第5号）  
1  この学則は，平成27年4月1日から施行する。  
2  この学則による改正前の工学部の各学科（以下「旧学科」という。）は，改正後の規定にか

かわらず，当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなる日までの間，存続するものと

する。  
3 平成 27年度から平成 29年度までにおける工学部の旧学科及び改正後の各学科の学生の収

容定員は，次のとおりとする。  
区分  平成27年度  平成28年度  平成29年度  

工学部  
（旧学科）  

機械工学科  195人  130人  65人  
知能情報工学科  180人  120人  60人  
電気電子工学科  195人  130人  65人  
物質工学科  180人  120人  60人  
生物応用工学科  120人  80人  40人  
土木工学科  180人  120人  60人  
社会開発システム工学科  180人  120人  60人  
応用数理工学科  120人  80人  40人  

工学部  

機械物理系学科  115人  230人  345人  
電気情報系学科  125人  250人  375人  
化学バイオ系学科  100人  200人  300人  
社会システム土木系学科  110人  220人  330人  

4 平成 27年 3月 31日以前の入学者については，この学則施行による改正後の規定にかかわら

ず，なお従前の例による。  
 

附 則（平成27年3月24日鳥取大学規則第25号）  
この学則は，平成27年4月1日から施行する。  
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附 則（平成27年4月21日鳥取大学規則第59号）  

この学則は，平成27年4月1日から施行する。ただし，改正後の鳥取大学学則第8条第1項
の規定は，平成27年5月1日から施行する。  
 

附 則（平成28年1月19日鳥取大学規則第4号）  
1 この学則は，平成28年4月1日から施行する。  
2 平成28年度における医学部保健学科看護学専攻及び検査技術科学専攻並びに合計の収

容定員の数は，この学則施行による改正後の別表第１の規定にかかわらず，次の表に掲

げる数とする。  
区分  

年度  
医学部保健学科  

合計  
看護学専攻  検査技術科学専攻  

平成28年度  332人  165人  4,879人  
3 平成28年度から令和10年度までにおける医学部医学科並びに合計の入学定員及び収容

定員の数は，この学則施行による改正後の別表第1の規定にかかわらず，次の表に掲げる

数とする。  
区分  

年度  
医学部医学科  合計  

入学定員  収容定員  入学定員  収容定員  
平成28年度  105人  652人  1,140人  4,879人  
平成29年度  105人  655人  1,140人  4,869人  
平成30年度  105人  655人  1,140人  4,869人  
令和元年度  105人  655人  1,140人  4,867人  
令和2年度  104人  654人  1,139人  4,864人  
令和3年度  104人  653人  1,139人  4,863人  
令和4年度  104人  652人  1,139人  4,862人  
令和5年度  105人  652人  1,140人  4,862人  
令和6年度  80人  627人  1,115人  4,837人  
令和7年度  80人  602人  1,115人  4,812人  
令和8年度  80人  578人  1,115人  4,788人  
令和9年度  80人  554人  1,115人  4,764人  
令和10年度  80人  530人  1,115人  4,740人  

4 平成27年度以前に本学に入学した者は，この学則施行による改正後の規定にかかわら

ず，なお従前の例による。 

 

附 則（平成29年1月17日鳥取大学規則第1号）  
この学則は，平成29年1月17日から施行する。  

 
附 則（平成29年3月28日鳥取大学規則第23号）  

1 この学則は，平成29年4月1日から施行する。  
2 この学則による改正前の地域学部の各学科及び農学部生物資源環境学科（以下「旧学

科」という。）は，改正後の規定にかかわらず，当該学科に在学する者が当該学科に在学

しなくなる日までの間，存続するものとする。  
3 平成29年度から令和元年度までにおける地域学部及び農学部の旧学科並びに改正後の

各学科の学生の収容定員は，次のとおりとする。  
区分  平成29年度  平成30年度  令和元年度  

地域学部  
（旧学科）  

地域政策学科  147人 98人 49人
地域教育学科  147人 98人 49人
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地域文化学科 144人 96人 48人
地域環境学科 132人 88人 44人

農学部

（旧学科）

生物資源環境学科 600人 400人 200人

地域学部 地域学科

地域創造コース 60人 120人 180人
人間形成コース 55人 110人 165人
国際地域文化コース 55人 110人 165人

農学部 生命環境農学科 220人 440人 660人
4 平成29年3月31日以前の入学者については，この学則施行による改正後の規定にかかわ

らず，なお従前の例による。

附 則（平成29年9月26日鳥取大学規則第65号）  
この学則は，平成29年10月1日から施行する。  

附 則（平成30年3月27日鳥取大学規則第36号）  
この学則は，平成30年4月1日から施行する。  

附 則（平成30年6月26日鳥取大学規則第63号）  
この学則は，平成30年7月1日から施行する。  

附 則（平成31年3月26日鳥取大学規則第32号）  
1 この学則は，平成31年4月1日から施行する。  
2 令和元年度における医学部保健学科看護学専攻及び合計の収容定員の数は，この学則

施行による改正後の別表第1の規定にかかわらず，次の表に掲げる数とする。  
区分

年度

医学部保健学科
合計

看護学専攻

令和元年度 322人  4,867人  

附 則（平成31年4月23日鳥取大学規則第55号）  
1 この学則は，平成31年4月23日から施行し，改正後の鳥取大学学則の規定は，平成31年

4月1日から適用する。  
2 平成31年3月31日以前の入学者については，この学則施行による改正後の規定にかかわ

らず，なお従前の例による。

附 則（令和元年5月14日鳥取大学規則第1号）  
この学則は，令和元年5月14日から施行し，改正後の鳥取大学学則の規定は，令和元年5

月1日から適用する。  

附 則（令和2年2月25日鳥取大学規則第15号）  
この学則は，令和2年4月1日から施行する。  

附 則（令和2年3月24日鳥取大学規則第35号）  
この学則は，令和2年4月1日から施行する。  

附 則（令和2年11月10日鳥取大学規則第75号）  
この学則は，令和2年11月10日から施行する。  

附 則（令和2年12月22日鳥取大学規則第91号）  
この学則は，令和3年4月1日から施行する。  
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   附 則（令和3年1月26日鳥取大学規則第4号）  
 この学則は，令和3年4月1日から施行する。  
 
   附 則（令和3年3月23日鳥取大学規則第26号）  
 この学則は，令和3年4月1日から施行する。  
 
   附 則（令和3年12月21日鳥取大学規則第88号）  
 この学則は，令和4年4月1日から施行する。  
 
   附 則（令和4年1月25日鳥取大学規則第3号）  
 この学則は，令和4年4月1日から施行する。  
 
   附 則（令和  年  月   日鳥取大学規則第  号）  
 この学則は，令和5年4月1日から施行する。  
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別表第1 収容定員（第21条，第67条関係）  
区分  入学定員  編入学定員  収容定員  

地域学部  地域学科      

 地域創造コース  60 人   240 人  

人間形成コース  55 人   220 人  

国際地域文化コース  55 人   220 人  

医学部  医学科  80人  5人  505人  

生命科学科  40人   160人  

保健学科     

看護学専攻  80人   320人  

検査技術科学専攻  40人   160人  

工学部  機械物理系学科  115人   460人  

電気情報系学科  125人   500人  

化学バイオ系学科  100人   400人  

社会システム土木系学科  110人   440人  

農学部  生命環境農学科  220 人   880 人  

共同獣医学科  35人   210人  

合計  1,115人  5人  4,715人  
備考  

医学部の医学科の編入学定員は，第2年次編入学定員である。  
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別表第2 教育職員の免許状の種類及び教科等（第35条関係）  
学部 学科等 取得できる免許状

種類 教科・領域

地域学部 地域学科 地域創造

コース

中学校教諭一種免許状 社会

高等学校教諭一種免許状 地理歴史，公民

人間形成

コース

幼稚園教諭一種免許状

小学校教諭一種免許状

特別支援学校教諭一種免許状 知的障害者，肢体

不自由者，病弱者

国際地域文

化コース

中学校教諭一種免許状 国語，英語

高等学校教諭一種免許状 国語，英語

工学部 機械物理系学科 中学校教諭一種免許状 数学

高等学校教諭一種免許状 数学，工業

電気情報系学科 高等学校教諭一種免許状 情報，工業

化学バイオ系学科 中学校教諭一種免許状 理科

高等学校教諭一種免許状 理科，工業

社会システム土木系学科 高等学校教諭一種免許状 工業

農学部 生命環境農学科 中学校教諭一種免許状 理科

高等学校教諭一種免許状 理科，農業
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鳥取大学規則第 号

鳥取大学学則（平成16年鳥取大学規則第55号）の一部を改正する学則を次のように定める。 
令和 年 月 日

鳥取大学長 中島 廣光

改正理由

地域の医師確保の観点から令和4年度まで認められていた医学部医学科の臨時定員増の措置が，令和5年度においても認められたことに伴い，当該

学科の入学定員及び収容定員を改めるため，この学則の一部を改正するものである。

改正要綱

一 鳥取大学学則の一部を改正する学則（平成28年鳥取大学規則第4号）附則第3項において，令和5年度の医学部医学科及び合計の入学定員及び

収容定員並びに令和6年度から令和9年度までの医学部医学科及び合計の収容定員を改め，令和10年度の医学部医学科及び合計の入学定員及び収容

定員の規定を加えること。

二 この学則は，令和5年4月1日から施行すること。 

鳥取大学学則 新旧対照表（案）

新 旧

（略） （略）

（収容定員） （収容定員）

第21条 本学の学部の収容定員は，別表第1のとおりとする。 第21条 （同左） 
（略） （略）

附 則（平成28年1月19日鳥取大学規則第4号） 附 則（平成28年1月19日鳥取大学規則第4号） 
1 この学則は，平成28年4月1日から施行する。 1 この学則は，平成28年4月1日から施行する。 
2 （略） 2 （略） 
3 平成28年度から令和10年度までにおける医学部医学科並びに合計の入学

定員及び収容定員の数は，この学則施行による改正後の別表第1の規定に

かかわらず，次の表に掲げる数とする。

区分 医学部医学科 合計

3 平成28年度から令和9年度までにおける医学部医学科並びに合計の入学定

員及び収容定員の数は，この学則施行による改正後の別表第1の規定にか

かわらず，次の表に掲げる数とする。

区分 医学部医学科 合計
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年度 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員

平成28年度 105人 652人 1,140人 4,879人 
平成29年度 105人 655人 1,140人 4,869人 
平成30年度 105人 655人 1,140人 4,869人 
令和元年度 105人 655人 1,140人 4,867人 
令和2年度 104人 654人 1,139人 4,864人 
令和3年度 104人 653人 1,139人 4,863人 
令和4年度 104人 652人 1,139人 4,862人 
令和5年度 105人 652人 1,140人 4,862人 
令和6年度 80人 627人 1,115人 4,837人 
令和7年度 80人 602人 1,115人 4,812人 
令和8年度 80人 578人 1,115人 4,788人 
令和9年度 80人 554人 1,115人 4,764人 
令和10年度 80人 530人 1,115人 4,740人 

年度 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員

平成28年度 105人 652人 1,140人 4,879人 
平成29年度 105人 655人 1,140人 4,869人 
平成30年度 105人 655人 1,140人 4,869人 
令和元年度 105人 655人 1,140人 4,867人 
令和2年度 104人 654人 1,139人 4,864人 
令和3年度 104人 653人 1,139人 4,863人 
令和4年度 104人 652人 1,139人 4,862人 
令和5年度 80人 627人 1,115人 4,837人 
令和6年度 80人 602人 1,115人 4,812人 
令和7年度 80人 577人 1,115人 4,787人 
令和8年度 80人 553人 1,115人 4,763人 
令和9年度 80人 529人 1,115人 4,739人 
（新設）

4 平成27年度以前に本学に入学した者は，この学則施行による改正後の規

定にかかわらず，なお従前の例による。

4 （同左）

（略） （略）

別表第1 収容定員（第21条，第67条関係） 別表第1 収容定員（第21条，第67条関係） 
区分 入学定員 編入学定員 収容定員

（略） （略） （略） （略） （略）

医学部 医学科 80人 5人 505人
生命科学科 40人 160人
保健学科

看護学専攻 80人 320人
検査技術科学専攻 40人 160人

（略） （略） （略） （略） （略）

区分 入学定員 編入学定員 収容定員

（略） （略） （略） （略） （略）

（同左）（同左） （同左） （同左） （同左）

（同左） （同左） （同左）

（同左）

（同左） （同左） （同左）

（同左） （同左） （同左）

（略） （略） （略） （略） （略）
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合計 1,115人 5人 4,715人 合計 （同左） （同左） （同左）

備考 （略） 備考 （略）

（略） （略）

附 則

この学則は，令和5年4月1日から施行する。 
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